
（15）市民独自の普及啓発活動の支援について  

■今年度の特徴  

「未実施で、将来も実施・検討の予定なし」が約８割を占めている。  

 

市民独自の普及啓発活動の支援について（市区町村）	

 
※レジ袋削減について自治体の取組の意向として、「実施予定」又は「検討予定」と回

答した 121件を対象に集計（平成 27年度）。 

○	「未実施で、将来も実施・検討の予定なし」が 98件（81％）、「未実施だが、将来は検

討の予定」が 10 件（８％）、「過去実施（現在は未実施）で、将来も実施予定なし」が

８件（７％）、「未実施だが、将来は実施の見込み」は０件となっている。 
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北海道地方

東北地方

関東地方

中部地方

近畿地方

中国地方

四国地方

九州地方

未実施だが、将来は実施の見込み

未実施だが、将来は検討の予定

未実施で、将来も実施・検討の予定なし

過去実施（現在は未実施）で、将来も実施・検討の予定なし

無回答



【都道府県別】市民独自の普及啓発活動の支援について（市区町村） 
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合計
北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都

神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県

和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県

未実施だが、将来は実施の見込み
未実施だが、将来は検討の予定
未実施で、将来も実施・検討の予定なし
過去実施（現在は未実施）で、将来も実施・検討の予定なし
無回答


